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論文内容要旨
               【目 的】
 [検討1] 現行の大腸がん検診に対 して費用効果分析を行い, その経済的妥当性を検討する。 ま
 た, より効率的な検診を目指すため, 精検受診率や精検方法別の検討を行い, 当面の課題と対策
 について検討す る。
 [検討2] 現行の免疫学的便潜血検査 (immunobgical fecal occult blood test, IFOBT) にS
 状結腸内視鏡検査 (sigmoid colonoscopy, SCS) を併用した新しいスクリーニング法の費用と
 効果を推定 し, その実施可能性について検討する。
               【方 法】
 検討ユでは, 検診を行った場合と全く行わなかった場合の医学判断モデルを用いて, 40 歳か
 ら79 歳まで男女別・5歳階級別に費用効果分析を行った。 また, 感度分析により, 精検受診率
 や精検方法別の影響を検討 した。
 検討2では, 40 歳男性が 69 歳までに毎年 IFOBT2日法を受けた場合, あるいは, 3年または
 5年毎に SCS を併用したスクリーニング検査を受けた場合の医学判断モデルを用いて, 費用効
 果分析を行った。 また, SCS の感度, 癌をより早期に発見した場合の影響, 腺腫摘除による大腸
 癌罹患抑制効果, 今後の大腸癌罹患率の増加等について感度分析を行い, SCSを併用する意義を
 検討した。
               【結果及びまとめ】
 現行の大腸がんでは, 60 歳代後半の費用効果比が最も良好で, 1期待生存年あたりの費用は
 男性 5.6 万円, 女性 22.2 万円と算出された。 これは, 他のがん検診と比較して良好であった。
 精検受診率を変動させて, その費用効果比に及ぼす影響を検討したところ, 精検受診率が 60%
 前後の現状では理想である 100%の状況に比べ, 限界費用は1.5～2.5 倍に増加していた。 三種類
 の精検方法別に費用効果比を検討すると, 全大腸内視鏡検査 (total colonoscopy, TCS) が最
 も良く, 次いで注腸X線検査 (barium enema, BE) 単独, S状結腸内視鏡検査と注腸X線検
 査の併用 (sigmoid colonoscopy と barium enemaの併用, SCS+BE) の順になったが, その
 差はあまり大きなものではなかった。 精検方法により精検受診率に差が生 じる可能性があるため,
 精検方法別に精検受診率を変動させて感度分析を行うと, TCS で精検受診率 60%の場合と同等
 の費用効果比が得られるのは, BE 単独では約 62%, SCS+BE では約 78%の精検受診率の場合
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 であった。 同様に限界効果について検討すると, TCS で精検受診率 60%の場合と同等の限界効
 果が得られるのは, BE 単独では約 65%, SCS+BE では約 62%の精検受診率の場合であった・
 費用効果及び効果の面からTCS は最善の検査法と考えられるが, 精検受診率 60%前後の状況で
 は, 費用効果の面で BE 単独と大きな差を認めず, また効果の面でも SCS+BE や BE 単独と大
 きな差を認めなかった。 現状より効率的に運営するためには, 精検受診率を高め, かっ, 精度の
 高い精検方法を用いることが最善の方法であるが, 精検受診率が60%前後と低い現状において
 は, 精度の高い精検方法に拘るよりも, まず精検受診率を高めるよう努めるべきと考えられた。
 その対策の一つとして, 各施設の状況に応 じた精検方法を適宜選択し精検処理能を確保すること
 で, より受診 しゃすい検診システムを構築することが考えられた。
 新たなスクリーニング法として SCS 併用法について検討した結果, まず併用開始年齢は 55 歳
 からと した場合が最も良好であった。 55 歳か ら併用 を開始 した場合の IFOBT 単独法と検診を し
 ない群の間の1期待生存年あたりに必要な限界費用は, 111 万と算出された。 一方, SCS 併用法
 と IFOBT 単独法の間の救命1年あたりに必要な限界費用は, 5年毎の併用では 209 万, 3年毎
 の併用では297 万と算出された。 感度分析において, SCS 併用法における粘膜内癌の発見割合や
 腺腫摘除による大腸癌罹患抑制効果を高く評価して も, 1期待生存年あたりに必要な限界費用が
 IFOBT 単独法と同等になるのは5年間隔の場合のみで, 3年間隔では常に高額であり, 費用効
 果的な見地からは5年あるいはそれ以上間隔をあけるべきと考えられた。 SCS 併用法が, 現行の
 IFOBT 単独法に比 し有効に機能する要因と して, ① より早期の段階で癌発見が可能になること,
 ② 腺腫に対する感度上昇に伴い, より高い大腸癌罹患抑制効果が期待できること, ③ 今後の大
 腸癌罹患率の増加等が考え られた。 今回の検討では SCS 併用法は IFOBT 単独法に比 し費用効果
 比は良くなく, また, 検査処理能が不足している状況も考慮すれば, 現時点において SCS を併
 用したスクリーニングを導入する事は時期尚早と思われる。 しか し, ①～③の未確定の要因が明
 らかにされることで, 費用効果比の良好な SCS 併用法が形作られる可能性があると考えられた。
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 審査結果の要旨
 近年, 本邦においては大腸癌の罹患率・死亡率が急増しており, その二次予防として, 大腸が
 ん検診が試みられた。 その有効性を示唆する成績をもとに, 平成4年度からは国の施策として行
 われうようになり, 全国に普及している。 しか し, 一方では精検処理能不足, 精検受診率の低さ,
 スク 1) 一ニング・精検の精度管理な ど, 問題点も明らかになってきた。
 そこで, 本研究では 1) 現行の大腸がん検診に対して費用効果分析を行い, その経済的妥当
 性を検討する。 また, より効率的な検診を目指すため, 精検受診率や精検方法別の検討を行い,
 当面の課題と対策について検討する, 2) スクリーニング検査として, 現行の免疫学的便潜血検
 査 (IFOBT) にS状結腸内視鏡検査 (SCS) を併用 した新しいスクリーニング法の費用と効果を
 推定 し, その実施可能性について検討することを目的と した・
 その結果, 以下の成績を得た。 1) 現行の大腸がん検診では, 60歳代後半の費用効果比が最
 も良好で, 救命1年あたりの費用は男性 5.6万円, 女性 22.2 万円と算出された。 これは, 他の
 がん検診と比較してかなり良好であった。 より効率的にするためには, 精検受診率を高め, かつ,
 精度の高い精検方法を用いることが必要であるが, 精検受診率が 60%前後と低い現状において
 は, 精度の高い精検方法に拘るよりも, まず精検受診率を高めるよう努めるべきと考えられた。
 2) 新たなスクリーニング法としての SCS 併用は, 55 歳から併用開始 した場合が最も良好であっ
 た。 しか し, SCS 併用法は IFOBT 単独法に比し費用効果比は良くなく, また, 検査処理能が不
 足している状況も考慮すれば, 現時点において SCS を併用 したスクリーニングを導入する事は
 時期尚早と思われた。 今後, SCS 併用法が, 現行の IFOBT単独法に比し有効に機能する要因と
 して, ①より早期の段階で癌発見が可能になること, ② 腺腫に対する感度上昇に伴い, より高
 い大腸癌罹患抑制効果が期待できること, ③ 今後の大腸癌罹患率の増加等が考えられた。 これ
 らが明らかにされることで, 費用効果比の良好な SCS 併用法が形作られる可能性があると考え
 られた。
 わが国の大腸がん検診における癌発見率から有病率を推定 し, その有病率を用いて大腸がん検
 診の費用効果分析を行った研究は他に存在 しない。 また, わが国におけるデータ (癌罹患率や検
 査費用な ど) を用いて, IFOBT 単独法と SCS 併用法の費用効果分析を医学判断モデルにより行っ
 た研究はなく, 今後の SCS 併用法の展開を考える際に, 調査すべき問題点が明瞭になったもの
 と思われた。
 本論文は, 大腸がん検診の現行の問題点の解決法と将来検討 していくべく点を明らかに した大
 変重要な論文である。 よって, 本論文は学位授与に値すると考える。
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